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とおよそ 10倍の成長を遂げ，インド生産は90万台 (2000年)から 410万台 (2012年)へと
およそ4.5倍の成長を遂げている。このような成長が著しいアジア自動車産業において中国自
動車産業についての先行研究は，李(1997).塩見 (2001).小林 (2004).上山 (2009).山崎







を有している (2012年)01991年の自由化政策以降.GM. Honda. Hyundai. Ford. Toyota 
など様々なメーカーがインドへの進出を行ってきた。しかしながら.不安定な政情などから
1990年代に生産台数100万台を超える大きな成長を迎えることはなかった。本格的な成長を




のようになっている。 1位は MarutiSuzukiの1.063.599台(シェア38.6%に 2位は Hyundai
の391.276台 (14.2%に 3位は MahindraMahindraの360.250台 (13.1%). 4位はTataの
290.42台 (10.5%).そして 5位はToyotaの171.907台 (6.2%)である。ここでMarutiや
Hyundaiが主力車を投入しているのは，小型で低価格のA・Bセグメントである。インド市
場では.A (31%)とB(41%)双方のセグメントを合わせたシェアがおよそ70%にも達する。
Aセグメントには.Maruti Alto 800 (300.000-350.000ルピー:showroom price)やHyundai
Eon (294.000-402.000). Tata Nano (165.000-230.000)などがあり.BセグメントにはMaruti
Swift (470.000-700.000). Hyundai i20 (500.000-780.000). Toyota Etios (540.000-800.000). 






















動 (Imai1986， 1997) と長期継続的企業間関係の構築あるいはサプライヤー・システム (Dyer
and Nobeoka 2000;藤本ほか 1998)は， 日本的生産，調達システムのそれぞれにおいて競争優
位の源泉を創出する重要な組織能力であり， r品質を維持したままでの価格低下」という課題






Toyota FTY1 FTY2 FTY3 STY1 STY2 STY3 
企業形態 合弁(日本主導) 合弁(日本) 合弁(日本) 合弁(日本) 合弁(日本) インド企業 インド企業
設立 1990年代後半 1990後半 1990後半 1990 後半 20∞中頃 1980 後半 1980中頃
企業規模 約9，0∞人 5∞-1.000 500-1.000 1000-2，000 200以下 200-500 200以下
正社員比率 約70% 約50% 約50% 約30% 60-70% 約35% 約 60%
Tata系サプライチェーン 参考
Tata FTT1 FTT2 STT1 vw 
企業形態 インド企業 アメリカ企業 インド企業 インド企業 ドイツ企業
設立 1960年代後半 1990中頃 1990中頃 1990後半 2∞0後半
企業規模 約4，α旧日人 5∞-1.000 2∞-5∞ 5∞-1.∞o 約3，500
正社員比率 約 75% 約60% 約70% 約40% NA 
1.調査の方法
本調査は， 2013年8月26日から 9月6日の期間においてインド Bangalore. Pune周辺で筆
者(明治大学経営学部，青木克生)と共同研究者 (CardiffBusiness School. Maneesh Kumar) 
により実施された現地実態調査をベースとしている。なお本調査は，文部科学省科学研究費助
成事業・基盤研究 (C)r日本製造業におけるサプライヤー・システムの国際比較研究」プロジ‘エ
クトの一環である。 8月26-31日に滞在した Bangaloreでは表lに示されている Toyotaとそ
のl次 (FirstTier)サプライヤー3杜， 2次 (SecondTier)サプライヤー3杜に対する調査
訪問が実施された。 9月1-6日に滞在した Puneにおいては.表lに示されている Tataとそ
のl次サプライヤー 2社， 2次サプライヤー l社に加え.Volkswagen (VW) と自動車デイー
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メーカー Toyota Tata VW 
組立工場 Plant 1 Plant 2 Plant 1 Plant 1 
生産能力 年産 10万台 年産21万台 日産1，∞0台 年産1万台
車種 2車種 3車種 2車種 3車種
勤務体制 2直 2直 l直 2直
タクトタイム 約3分 約2分 約2分 約2分
リードタイム (HPV) 1.3日 1.8日 約3日 41時間
溶接自働化率 20-30% 40-50% 35-40% (Plant 2: 90%) 30% 
注:タクトタイムは 1日の生産量に依存する。訪問時はインド経済の不振により全体的に生産量は減少傾向に
あった。 Tataにおいては. 1日の生産台数は 250台であった。 l直 (8時間)をそれで割ると約2分となる。た
だし順立て生産で同期化しているシートサプライヤ}のタクトタイムは67秒であった。















溶接ラインは2本あり， 1本は IndigoとIndicaを混流で生産している組立ショップへ，もう l










も採用されている。パワートレインはドイツから輸入している。生産車種は， Polo， Vento， 



















外資系の l次では 10-40ppmレベル，それ以外のインド系では 150・5∞ppmレベルであった。
ただしインド系のSTY2については，顧客からゼロ ppmアワードを何度も受賞するなど例外
的な存在であった (2013年は8月までゼロクレーム)。また他のインド系についても， FTT2 
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統一している。半年に l囲内部コンペを行い 年に l回は外部のコンペへと参加している。














































































































































さらにToyotaTechnical Training Institute (TTTI)という高等教育機関を設立し教育機
会に恵まれない若者の育成にも投資をしている。コースとしては，溶接，組立，塗装，保全が
あり， 1年に64人の新入生を迎え入れている。各コースには16人が配置される。入学生には，
l年目1，800/月， 2年目 2，000，3年目 2，200ルピーが支給され，寮での生活費はToyotaによっ
てサポートされている。 1年目はクラスルームセミナーのみであるが， 2年目以降はO]Tが
入ってくる。一般教養やプレゼンの方法，エンジン分解などの実習もカリキユラムに組まれて






















































































していると思われる。 FTT2や STTlなどのように 非正規作業者へのトレーニングに時間
をかけない代わりに.非正規による作業を運搬などの業務に限定しているケースもみられた。


































































































































Etiosの投入により.Bangalore' Chennaiからの依存度を 74%から 80%へと拡大した。




より， 32のサブアセンブリーと 18サプライヤーからの部品調達を lモジュール l社へと合理


















































































































































































































































































TKSA (Toyota Kirloskar Suppliers Association)という協力会があり.カイゼンや QCコ
ンテストを実施している。これはあくまでも Toyotaが主体となって実施しており，サプライ
ヤー自身が事務局を運営する協豊会のような組織にまで、は至っていなし、。積極的に参加してい














































評価・表彰 . QCDD (deve!opment)について毎月業績静価を実施している。年度ペースで総括
活動 を行い，ランキングをサプライヤーに公表している。仕入先総会で表彰も行っている。
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